
校地（附属施設用地及び寄宿舎面積は除く。） 

校舎 

附属施設 
（特定の学部又は学科に設置） 

寄宿舎 

体育館 

運動場 

講堂 

大学設置基準における校舎面積及び専任教員数の試算について 
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運動場 
原則として校舎と同一の敷地内又はその隣接地に設けるものとし，やむを得ない場合には適当な位置にこれを設けるものとする。 
～第３５条第１項 

校舎 

大学の組織及び規模に応じ，少なくとも次に掲げる専用の施設を備えた校舎を有するものとする。～第３６条第１項 
学長室，会議室，事務室，研究室，教室（講義室，演習室，実験・実習室等とする。），図書館，医務室，学生自習室，学生控室 
※このほか，なるべく情報処理及び語学の学習のための施設を備えるものとする。～第３６条第４項 
※校舎の面積は，学部の種類と収容定員により基準が定められている。 

体育館 
原則として備えるとともに，なるべく体育館以外のスポーツ施設及び講堂並びに寄宿舎，課外活動施設その他の厚生補導に関する施設を
備えるものとする。～第３６条第５項 

附属施設 

特定の学部又は学科を設ける大学には，その学部又は学科の教育研究に必要な施設として，附属施設を置くものとする。～第３９条 
●教員養成に関する学部又は学科：附属学校又は附属幼保連携型認定こども園  ●医学又は歯学に関する学部：附属病院 
●農学に関する学部：農場  ●林学に関する学部：演習林  ●獣医学に関する学部又は学科：家畜病院 
●畜産学に関する学部又は学科：飼育場又は牧場  ●水産学又は商船に関する学部：練習船（共同利用による場合を含む。） 
●水産増殖に関する学科：養殖施設  ●薬学に関する学部又は学科：薬用植物園（薬草園）  ●体育に関する学部又は学科：体育館 
●工学に関する学部：原則として実験・実習工場 

校地 
教育にふさわしい環境を持ち，校舎の敷地には，学生が休息その他に利用するのに適当な空地を有するものとする。～第３４条第１項 
面積（附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の面積を除く。）は，収容定員上の学生１人当たり１０㎡として算定した面積（附属病
院を附属施設として建築する場合は，この面積に附属病院建築面積を加えたもの）～第３７条第１項 

機械， 
器具等 

学部又は学科の種類，教員数及び学生数に応じて必要な種類及び数の機械，器具及び標本を備えるものとする。～第４０条 

※条項は，大学設置基準において定められている根拠規定を指す。 

資料２－３ 

○大学設置に必要な施設等 



学部の種類 
収容定員区分ごとの基準校舎面積：㎡ 

２００人まで ４００人まで ８００人まで ８０１人以上 

文学関係 

２，６４４ 
（収容定員－２００） 
×６６１÷２００＋２，６４４ 

（収容定員－４００） 
×１，６５３÷４００＋３，３０５ 

（収容定員－８００） 
×１，３２２÷４００＋４，９５８ 

教育学・保育学関係 

法学関係 

経済学関係 

社会学・社会福祉学関係 

理学関係 ４，６２８ 
（収容定員－２００） 
×１，１５７÷２００＋４，６２８ 

（収容定員－４００） 
×３，１４０÷４００＋５，７８５ 

（収容定員－８００） 
×３，１４０÷４００＋８，９２５ 

工学関係 ５，２８９ 
（収容定員－２００） 
×１，３２２÷２００＋５，２８９ 

（収容定員－４００） 
×４，６２８÷４００＋６，６１１ 

（収容定員－８００） 
×４，６２８÷４００＋１１，２３９ 

農学関係 
５，０２４ 

（収容定員－２００） 
×１，２５６÷２００＋５，０２４ 

（収容定員－４００） 
×４，６２９÷４００＋６，２８０ 

（収容定員－８００） 
×４，６２９÷４００＋１０，９０９ 獣医学関係 

薬学関係 ４，６２８ 
（収容定員－２００） 
×１，１５７÷２００＋４，６２８ 

（収容定員－４００） 
×１，９８３÷４００＋５，７８５ 

（収容定員－８００） 
×１，９８３÷４００＋７，７６８ 

家政関係 ３，９６６ 
（収容定員－２００） 
×９９２÷２００＋３，９６６ 

（収容定員－４００） 
×１，９８４÷４００＋４，９５８ 

（収容定員－８００） 
×１，９８４÷４００＋６，９４２ 

美術関係 ３，８３４ 
（収容定員－２００） 
×９５９÷２００＋３，８３４ 

（収容定員－４００） 
×３，１４０÷４００＋４，７９３ 

（収容定員－８００） 
×３，１４０÷４００＋７，９３３ 

音楽関係 

３，４３８ 
（収容定員－２００） 
×８５９÷２００＋３，４３８ 

（収容定員－４００） 
×２，９７５÷４００＋４，２９７ 

（収容定員－８００） 
×２，９７５÷４００＋７，２７２ 

体育関係 
（収容定員－４００） 
×１，９８３÷４００＋４，２９７ 

（収容定員－８００） 
×１，９８３÷４００＋６，２８０ 

保健衛生学関係（看護学関係） ３，９６６ 
（収容定員－２００） 
×９９２÷２００＋３，９６６ 

（収容定員－４００） 
×１，９８４÷４００＋４，９５８ 

（収容定員－８００） 
×１，９８４÷４００＋６，９４２ 

保健衛生学関係（看護学関係を除く。） ４，６２８ 
（収容定員－２００） 
×１，１５７÷２００＋４，６２８ 

（収容定員－４００） 
×３，１４０÷４００＋５，７８５ 

（収容定員－８００） 
×３，１４０÷４００＋８，９２５ 

○学部の種類及び規模に応じ定める基準校舎面積（Ａ表） 
 ※一個の学部のみを置く場合（医学又は歯学に関する学部を除く。） 

一個の学部（医学又は歯学に関する学部を除く。）を置く大学の校舎の面積は，下の表に定める面積以上のものが必要である。 

備考（夜間学部，昼夜開講制に関する部分を除く。） 
・この表に掲げる面積には，①体育館，体育館以外のスポーツ施設及び講堂並びに寄宿舎，課外活動施設その他の厚生補導に関する施設 ②個々の学部・学科の教育研究のために必要な附属施設 ③薬学実習 
 に必要な施設の面積は含まない（Ｂ表において同じ。）。 
・この表に掲げる学部以外の学部における面積については，当該学部に類似するこの表に掲げる学部の例による。 
・この表に定める面積は，専用部分の面積とする。ただし，当該大学と他の学校，就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的提供の推進に関する法律第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園，専 
 修学校又は各種学校（以下「学校等」という。）が同一の敷地内又は隣接地に所在する場合であって，それぞれの学校等の校舎の専用部分の面積及び共用部分の面積を合算した面積が，それぞれの学校等が  
 設置の認可を受ける場合において基準となる校舎の面積を合算した以上のものであるときは，当該大学の教育研究に支障がない限度において，この表に定める面積に当該学校等との共用部分の面積を含める 
 ことができる（Ｂ表において同じ。）。 2 



学部の種類 

収容定員区分ごとの基準校舎面積：㎡ 

２００人 
まで 

４００人 
まで 

６００人 
まで 

８００ 
人まで 

１，０００人
まで 

１，２００人
まで 

１，４００人
まで 

１，６００人
まで 

１，８００人
まで 

２，０００人
まで 

文学関係 

１，７１９ ２，１４８ ２，９７５ ３，８０１ ４，４６２ ５，１２３ ５，７８５ ６，４４６ ７，１０７ ７，７６８ 

教育学・保育学関係 

法学関係 

経済学関係 

社会学・社会福祉学関係 

理学関係 ３，１７３ ３，９６６ ５，６１９ ７，１０７ ８，７６０ １０，２４７ １１，７３４ １３，２２１ １４，７０８ １６，１９５ 

工学関係 ３，８３４ ４，７９３ ７，１０７ ９，４２１ １１，７３５ １４，０４９ １６，３６３ １８，６７７ ２０，９９１ ２３，３０５ 

農学関係 
３，６３６ ４，６２８ ６，９４２ ９，２５６ １１，５７０ １３，８８４ １６，１９８ １８，５１２ ２０，８２６ ２３，１４０ 

獣医学関係 

薬学関係 ３，３０５ ４，１３２ ５，１２３ ６，１１５ ７，１０７ ８，０９９ ９，０９１ １０，０８３ １１，０７５ １２，０６７ 

家政関係 ２，５１２ ３，１４０ ４，１３２ ５，１２３ ６，１１５ ７，１０７ ８，０９９ ９，０９１ １０，０８３ １１，０７５ 

美術関係 ２，６４４ ３，３０５ ４，９５８ ６，６１１ ８，０９９ ９，５８６ １１，０７３ １２，５６０ １４，０４７ １５，５３４ 

音楽関係 ２，５１２ ３，１４０ ４，６２８ ６，２８０ ７，６０３ ９，０９０ １０，５７７ １２，０６４ １３，５５１ １５，０３８ 

体育関係 ２，７７６ ３，４７１ ４，４６２ ５，４５４ ６，４４６ ７，７６８ ９，０９０ １０，４１２ １１，７３４ １３，０５６ 

保健衛生学関係（看護学
関係） 

２，５１２ ３，１４０ ４，１３２ ５，１２３ ６，１１５ ７，１０７ ８，０９９ ９，０９１ １０，０８３ １１，０７５ 

保健衛生学関係（看護学
関係を除く。） 

３，１７３ ３，９６６ ５，６１９ ７，１０７ ８，７６０ １０，２４７ １１，７３４ １３，２２１ １４，７０８ １６，１９５ 

○加算校舎面積（医学又は歯学に関する学部を除く。）（Ｂ表） 

複数の学部を置く大学にあっては，当該複数の学部のうちＡ表に定める面積が最大である学部についてのＡ表に定める面積に，当該学部以外の学部についてのそれぞれＢ表に定める面
積を合計した面積を加えた面積以上が必要である。 

備考 
・収容定員が２，０００人を超える場合は，２００人を増すごとに，この表に定める２，０００人までの面積から１，８００人までの面積を減じて算出される数を加算するものとする。 
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学部の種類 
（医学又は歯学に関する学部以外） 

①一学科で組織する場合の専任教員数 
②二以上の学科で組織する場合の一学

科の収容定員並びに専任教員数 

収容定員 専任教員数 収容定員 専任教員数 

文学関係 
３２０～６００ １０ ２００～４００ ６ 

教育学・保育学関係 

法学関係 

４００～８００ １４ ４００～６００ １０ 経済学関係 

社会学・社会福祉学関係 

理学関係 

２００～４００ １４ １６０～３２０ ８ 工学関係 

農学関係 

獣医学関係 

３００～６００ ２８ 

２４０～４８０ １６ 

薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培う
ことを主たる目的とするもの） 

２４０～３６０ １６ 

薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培う
ことを主たる目的とするものを除く。） 

２００～４００ １４ １６０～２４０ ８ 

家政関係 

２００～４００ １０ １６０～２４０ ６ 美術関係 

音楽関係 

体育関係 
２００～４００ １２ 

１６０～３２０ ８ 

保健衛生学関係（看護学関係） ― ― 

保健衛生学関係（看護学関係を除く。） ２００～４００ １４ １６０～３２０ ８ 

○学部の種類及び規模に応じ定める専任教員数（Ａ表） 

備考 
・この表に定める教員数の半数以上は原則として教授とする（Ｂ表におい 
 て同じ。）。 
 
・この表に定める教員数には，大学設置基準第１１条の授業を担当しない 
 教員を含まないこととする（Ｂ表において同じ。）。 
 
・収容定員がこの表に定める数に満たない場合の専任教員数は，その２割 
 の範囲内において兼任の教員に代えることができる（Ｂ表において同 
 じ。）。 
 
・収容定員がこの表の定める数を超える場合は，その超える収容定員に応 
 じて４００人につき教員３人（獣医学関係又は薬学関係（臨床に係る実 
 践的な能力を培うことを主たる目的とするもの）にあっては，収容定員 
 ６００人につき教員６人）の割合により算出される数の教員を増加する 
 ものとする。 
 
・二以上の学科で組織する学部における教員数は，同一分野に属する二以 
 上の学科ごとにそれぞれこの表の②欄から算出される教員数の合計数と 
 する。ただし，同一分野に属する学科が他にない場合には，当該学科に 
 ついては，この表の①欄から算出される教員数とする。 
 
・この表に掲げる学部以外の学部に係る教員数については，当該学部に類 
 似するこの表に掲げる学部の例によるものとする。ただし，教員養成に 
 関する学部については，免許状の種類に応じ，教育職員免許法（昭和２ 
 ４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省 
 令第２６号）に規定する教科及び教職に関する科目の所要単位を修得さ 
 せるのに必要な数の教員を置くものとするほか，この表によることが適 
 当でない場合については，別に定める。 

大学全体の収容定員 ４００人 ８００人 

専任教員数 ７ １２ 

大学全体の収容定員に応じ定める専任教員数（Ｂ表） 

備考 
・この表に定める収容定員は，医学又は歯学に関する学部以外の学部の収容定員を合計した数とする。 
 
・収容定員がこの表の定める数を超える場合は，収容定員が４００人を超え８００人未満の場合にあっては収容定員８０人につき教員１人の割合によ 
 り，収容定員が８００人を超える場合にあっては収容定員４００人につき教員３人の割合により算出される数の教員を増加するものとする。 
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  現学部 現学部＋ものづくり（工学系） 現学部＋ものづくり（美術系） 

学
部
内
容
等 

経済学部 経営経済学科 
定員   １００人   

経済学部 経営経済学科 
定員   １００人   

経済学部 経営経済学科 
定員   １００人   

収容定員 ４００人 収容定員 ４００人 収容定員 ４００人 

保健福祉学部 
(学際系） 

コミュニティ福祉学科 
定員    ４０人 

保健福祉学部 
(学際系） 

コミュニティ福祉学科 
定員    ４０人  

保健福祉学部 
(学際系） 

コミュニティ福祉学科 
定員    ４０人  

収容定員 １６０人 収容定員 １６０人 収容定員 １６０人 

保健看護学科 
定員    ６０人  

保健看護学科 
定員    ６０人 

保健看護学科 
定員    ６０人  

収容定員 ２４０人 収容定員 ２４０人 収容定員 ２４０人 

  
ものづくり学部 
（工学関係） 

Ａ学科 
定員    ４０人  

ものづくり学部 
（美術関係） 

Ａ学科 
定員    ４０人  

収容定員 １６０人 収容定員 １６０人 

Ｂ学科 
定員    ４０人  

Ｂ学科 
定員    ４０人  

収容定員 １６０人 収容定員 １６０人 

 
 

定員計２００人 収容定員計８００人  
 

定員計２８０人 収容定員計１，１２０人  
 

定員計２８０人 収容定員計１，１２０人 

校
地
面
積 

８００（収容定員数）×１０㎡＝８，０００㎡以上 
※現在の旭川大学校地面積は 
 校舎敷地２０，７８２㎡，運動場用地１７９，４４７㎡ 
 （ともに短大と共用） 

１，１２０（収容定員数）×１０㎡＝１１，２００㎡以上 １，１２０（収容定員数）×１０㎡＝１１，２００㎡以上 

校
舎
面
積 

７，１０６㎡以上 
※現状の旭川大学の校舎面積は, 
 ８，９６４.７１㎡（専用）＋３，５８９．５６㎡（短大と共用） 
＝１２，５５４.２７㎡ 

１１，３７０.２㎡以上 １０，４１１㎡以上 

学部単位で，最大面積を算出する。保健福祉学部については，社会
福祉学関係と保健衛生学関係（看護学関係）の複数分野を有する学
部のため，Ａ表備考の「この表に掲げる学部以外の学部における面
積については，当該学部に類似するこの表に掲げる学部の例による
ものとする。」により算出する。 
・経済学部 
  「経済学関係４００人までの区分」の算定式で算出 
  （収容定員－２００）×６６１÷２００＋２，６４４ 
 ＝（４００－２００）×６６１÷２００＋２，６４４ 
 ＝３，３０５㎡（①）以上の面積が必要 
 
・保健福祉学部 
  学科の収容定員及びA表の基準面積を鑑み「保健衛生学関 
 係（看護学関係）４００人までの区分」の算定式で算出 
  （収容定員－２００）×９９２÷２００＋３，９６６ 
 ＝（４００－２００）×９９２÷２００＋３，９６６ 
 ＝４，９５８㎡（②）以上の面積が必要  
  ②＞①より，②が最大面積 
 

・ものづくり学部（工学関係） 
  「工学関係４００人までの区分」の算定式で算出 
  （収容定員－２００）×１，３２２÷２００＋５，２８９ 
 ＝（３２０－２００）×１，３２２÷２００＋５，２８９ 
 ＝６，０８２．２㎡ （④）以上の面積が必要  
 
・ものづくり学部（工学関係）以外 
 現学部に同じ 
 
 ④＞②＞①より，④が最大面積 

 

・ものづくり学部（美術関係） 
  「美術関係４００人までの区分」の算定式で算出 
  （収容定員－２００）×９５９÷２００＋３，８３４ 
 ＝（３２０－２００）×９５９÷２００＋３，８３４ 
 ＝４，４０９．４㎡ （⑥）以上の面積が必要 
 
・ものづくり学部（工学関係）以外 
 現学部に同じ 
 
 ②＞⑥＞①より，②が最大面積 
 

Ｂ
表 

「経済学関係，４００人までの区分」の２，１４８㎡（③）を加算
する。 
従って，②＋③＝７，１０６㎡以上の校舎面積が必要となる。 
 

「経済学関係，４００人までの区分」の２，１４８㎡（③）と「保
健衛生学関係（看護学関係），４００人までの区分」の３，１４０
㎡（⑤）を加算する。 
従って，④＋③＋⑤＝１１，３７０．２㎡以上の校舎面積が必要と
なる。 

「経済学関係，４００人までの区分」の２，１４８㎡（③）と「美
術関係，４００人までの区分」の３，３０５㎡（⑦）を加算する。 
従って，②＋③＋⑦＝１０，４１１㎡以上の校舎面積が必要となる。 
 

○旭川大学をベースにしてものづくり系学部を設置するとした場合の大学設置基準上の校舎面積 
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Ａ 
表 



  現学部 現学部＋ものづくり（工学系） 現学部＋ものづくり（美術系） 

必
要
な
専
任
教
員
数 

経済学部 経営経済学科 
教授     ７人 

経済学部 経営経済学科 
教授     ７人 

経済学部 経営経済学科 
教授     ７人 

上記以外   ７人 上記以外   ７人 上記以外   ７人 

保健福祉学部 
（学際系） 

コミュニティ福祉学科 

教授     ６人 

保健福祉学部 
（学際系） 

コミュニティ福祉学科 

教授     ６人 

保健福祉学部 
（学際系） 

コミュニティ福祉学科 

教授     ６人 

上記以外   ６人 上記以外   ６人 上記以外   ６人 

兼任教員   ２人 兼任教員   ２人 兼任教員   ２人 

保健看護学科 
教授     ６人 

保健看護学科 
教授     ６人 

保健看護学科 
教授     ６人 

上記以外   ６人 上記以外   ６人 上記以外   ６人 

  
ものづくり学部 
（工学関係） 

Ａ学科 
教授     ４人 

ものづくり学部 
（美術関係） 

Ａ学科 
教授     ３人 

上記以外   ４人 上記以外   ３人 

Ｂ学科 
教授     ４人 

Ｂ学科 
教授     ３人 

上記以外   ４人 上記以外   ３人 

大学全体の収容定員に応じ定める 
専任教員数（Ｂ表関係） 

教授     ６人 大学全体の収容定員に応じ定める 
専任教員数（Ｂ表関係） 

教授     ８人 大学全体の収容定員に応じ定める 
専任教員数（Ｂ表関係） 

教授     ８人 

上記以外   ６人 上記以外   ７人 上記以外   ７人 

合計 

教授    ２５人 

合計 

教授    ３５人 

合計 

教授    ３３人 

上記以外  ２５人 上記以外  ３４人 上記以外  ３２人 

兼任教員   ２人 兼任教員   ２人 兼任教員   ２人 

Ａ
表 

・経済学部（収容定員４００人） 
  「経済学関係」「①一学科で組織する場合の専任教員数」「収  
 容定員４００～８００」より，専任教員数は１４人（うち，原則 
 として教授は7人以上） 
 
・保健福祉学部 
  社会福祉学関係，保健衛生学（看護学関係）との分野の異なる 
 2学科で編成されている学部のため，その教員数は，各学科ごと 
 に「①一学科で組織する場合の専任教員数」の欄により算出した 
 数の合計数となり，これに基づき，各学科の専任教員数を算出 
 
 コミュニティ福祉学科（収容定員１６０人） 
  「社会福祉学関係」の収容定員が400人に満たない ため， 
 １４人のうち2人までは兼任教員可となり，専任教員数は１２人  
 （うち，原則として教授は6人以上） 
 
 保健看護学科（収容定員２４０人） 
  「保健衛生学（看護学関係）」「①一学科で組織する場合の専 
 任教員数」「収容定員２００～４００」より，専任教員数は１２ 
 人（うち，原則として教授は６人以上） 

・ものづくり学部（工学関係）（収容定員各学科１６０人） 
  「工学関係」「②二以上の学科で組織する場合の一学科の収容 
 定員並びに専任教員数」「収容定員１６０～３２０」より，専任 
 教員数はA学科で８人，B学科で８人の計１６人（うち，原則と 
 して教授は８人以上） 
 
・ものづくり学部（工学関係）以外 
 現学部に同じ 

・ものづくり学部（美術系）（収容定員各学科１６０人） 
  「美術関係」「②二以上の学科で組織する場合の一学科の収容 
 定員並びに専任教員数」「収容定員１６０～３２０」より，専任 
 教員数はA学科で６人，B学科で６人の計１２人（うち，原則と 
 して教授は６人以上） 
 
・ものづくり学部（工学関係）以外 
 現学部に同じ 
 

Ｂ
表 

全体収容定員が８００人であるため，専任教員数は１２人（うち，
原則として教授は６人以上） 

          全体収容人数が１，１２０人と８００人を超えるため，専任教員数は次の計算に基づき算出 
 
           １２＋（１，１２０－８００）×３／４００＝１４．４ 
          よって，専任教員数は１５人（うち，原則として教授は８人以上） 

合
計 

専任教員数：５０人（＝１４＋１２＋１２＋１２） 
兼任教員数：２人 

専任教員数：６９人（＝１６＋１４＋１２＋１２＋１５） 
兼任教員数：２人 

専任教員数：６５人（＝１２＋１４＋１２＋１２＋１５） 
兼任教員数：２人 

○旭川大学をベースにしてものづくり系学部を設置するとした場合の大学設置基準上の専任教員数 
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